
インテグリティとコンプライアンス� P.106
真に社会から信頼される企業グループであり続けるために、社員⼀⼈ひとりにコンプライアンス意識を徹底し、インテグ
リティを持って⾏動することを求めるとともに、コンプライアンス違反を未然に防ぎ自浄作用を発揮するインテグリティの
ある組織づくりにグローバル・グループベースで取り組んでいます。

三井物産グループ行動指針―With Integrity
グループ全体で共有されてきたインテグリティやコンプライアンスに関する考え方をさらに明確にするため、「三井物産
グループ行動指針―With Integrity」を制定し、一人ひとりが日々の業務においてこの行動指針の内容を実践すること
を通じて、社会の信頼に、誠実に、真摯に応えていきます。
本指針は2019年11月に改定を行い、人権尊重等の項目をさらに充実させました。今後も社内外環境の変化に合わせ、
常にその内容を見直していきます。

コンプライアンス・プログラム 
社長やCCOをはじめとする経営幹部が率先してインテグリティのある組織
づくりに取り組んでいます。2019年11月にはWith Integrity月間を開催
し、「インテグリティについて考える」とのテーマの下、社長が直接社員にイ
ンテグリティについての自身の思いを話したほか、CCOを含むコンプライア
ンス委員会メンバーをパネリストとし、若手社員とインテグリティについて議
論し合うパネルディスカッションや、社外講師による講演等を実施しました。
また、グループCCO会議を開催し、内部通報制度に関するセミナーやグループディスカッション等を実施したほか、「関係
会社コンプライアンス体制整備ガイドライン」を策定しました。まずは国内子会社を対象に、同ガイドラインを用いて各社
の取締役会等で議論を深め、自社の課題を確認しながらコンプライアンス体制の強化が進むよう運用を開始しています。

コミュニケーションの円滑化とスピークアップ文化の醸成
コンプライアンスの本質は、経営理念や価値観を反映した⾵通しの良い職場環境をつくり、円滑なコミュニケーションを
通じて問題の発⽣を予防していくことにあると考えます。また、問題の早期発見につながるスピークアップ文化の醸成
にも積極的に取り組んでいます。

コーポレート・ガバナンスと内部統制 � P.111

コーポレート・ガバナンス
「透明性と説明責任の向上」および「経営の監督と執行の役割分担の明確化」を重視し、社外取締役および社外監査役の

視点を入れての経営監督および監視機能の強化を図るとともに、情報開示に係る内部統制体制を整備し、公正開示の原
則の下、役職員が説明責任の遂行に当たることとしています。当社は、監査役による監査機能の実効性を高める一方、会
社業務に通暁した社内取締役を中心とした実態に即した経営が総合商社の業態に必要であると判断し、監査役会設置会
社の形態によるコーポレート・ガバナンスを採用する一方、「透明性と説明責任の向上」および「経営の監督と執行の役
割分担の明確化」を担保するため、社外取締役・社外監査役の参画を得た各種諮問機関の設置等を通じて実効性の高い
コーポレート・ガバナンスを実現します。

リスクマネジメント� P.113

ESG関連リスクマネジメント
社会情勢やビジネスモデルの変化に的確に対応し、定量および定性の双方から
総合的にリスクを管理するため、環境・社会・ガバナンス等に関連する定性リス
クの高い事業領域を特定事業と定め、特定事業管理制度にのっとり事業を推進
しています。

情報リスクマネジメント
情報セキュリティ⽅針に基づき、CDIOを委員⻑とする情報戦略委員会の専⾨
部会である情報リスクマネジメント部会を設置し、「情報管理規程」「情報システ
ム管理規程」および「ITセキュリティ規程」を整備の上で、連結グローバル・グ
ループベースで情報資産（情報およびITシステム）に対する適切な管理を行い、
これを継続的に改善しています。

災害時事業継続
地震や水害、テロ、感染症、電力不足等の発生により事業継続が著しく困難な事
態に陥った場合、さらに同事態が長期化することが見込まれる場合等の災害時
に、重要業務中断に伴う顧客の喪失、企業評価の低下等のリスクの最小化を図
るため災害時事業継続管理（BCM：Business Continuity Management）
体制を構築しています。

内部統制
企業会計審議会が示している内部統制の基本的枠組みにのっとり、「業務の有効性と効率性の向上」「会計基準への準
拠、および財務報告の信頼性の確保」「法令、法令に準ずる規範、ならびに経営理念およびこれを反映した各種行動規範
を含む社内ルールの遵守」「会社資産の保全」の達成を目的として、各種制度を導入しています。

Governance––Executive Summary

グループCCO会議（2019年9月）
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インテグリティとコンプライアンス

インテグリティとコンプライアンスの考え方� 方針

　三井物産は、信⽤こそがビジネスの基本であり、信⽤を守る必要条件がコンプライアンスであ
ると考えます。そして、コンプライアンスの追求においては、法令や規範の遵守にとどまらず、企
業人としての良識や品格、すなわちインテグリティを持って行動することが必要不可欠です。
　当社グループが真に社会から信頼される企業グループであり続けるために、社員⼀⼈ひとり
にコンプライアンス意識を徹底し、インテグリティを持って⾏動することを求めるとともに、コン
プライアンス違反を未然に防ぎ自浄作用を発揮するインテグリティのある組織づくりにグローバ
ル・グループベースで取り組んでいます。

三井物産グループ行動指針と三井物産役職員行動規範� 方針

三井物産グループ行動指針―With Integrity
　当社グループ全体で共有されてきたインテグリティやコンプライアンスに関
する考え方をさらに明確にするため、2018年11月に「三井物産グループ行
動指針―With Integrity」を制定しました。これをグループ各社の経営理念
や役職員行動規範に反映していくとともに、一人ひとりが日々の業務におい
てこの行動指針の内容を実践することを通じて、当社グループは、これから
も社会の信頼に、誠実に、真摯に応えていきます。
　本指針は2019年11月に改定を行い、人権尊重等の項目をさらに充実させま
した。今後も社内外環境の変化に合わせ、常にその内容を見直していきます。

三井物産グループ行動指針―With Integrity

5つの基本精神
1. �法令を守り、最も高い倫理水準に基づき誠実に行動します。 

また、人権を尊重し、いかなる差別も行いません。
2. 社員一人ひとりの個性と多様性を尊重し、自由闊達な風土を守り、育てます。
3. 公正な事業活動を行い、社会からの信頼に、誠実に、真摯に応えます。
4. 地球環境を大切にし、豊かで住み良い社会の実現のため積極的に貢献します。
5. 何かおかしいと感じたとき、疑問に思ったときは勇気を持って声を上げ、より良い会社をつくります。

 �三井物産グループ行動指針―With Integrity

三井物産役職員行動規範
　「三井物産役職員⾏動規範」は、法令遵守と企業倫理の観点から企業としての社会的責任を果
たし、ステークホルダーの信頼を得るために社員⼀⼈ひとりの⽇常の業務や活動における規範
として具体的に定めたもので、2001年2⽉に制定して以来、時代の変化に合わせて改定を重ね
てきました。取締役会監修の下、定期的に研修やe-learningにより全社員にその内容の周知・
規範の効果の見直しを図るとともに、⼀⼈ひとりの社員が規範を遵守する旨の誓約を毎年⾏って
います。グループ会社でも、それぞれの事業形態に合わせて、「三井物産役職員⾏動規範」を基
に、各社個別の⾏動規範を制定・導⼊しています。また、海外では、それぞれの国の法令や慣習
等を反映した地域ごとの⾏動規範を設けています。

三井物産役職員行動規範

	 1. コンプライアンスとインテグリティ
	 2. 人権と多様な文化の尊重
	 3. 職場環境及びハラスメント
	 4. 独占禁止法等の遵守
	 5. 利益相反行為及び公私のけじめ
	 6. 贈答・接待
	 7. 情報の取扱い

	 8. 輸出入手続・各種業法の遵守
	 9. 会社資金、会計報告及び納税義務の履行
	 10. 献金・寄付等
	 11. 社会貢献
	 12. 環境保全
	 13. 反社会的勢力への対応
	 14. 報告及び処分

 �三井物産役職員行動規範

Our Stories：インテグリティのある組織をつくる

  P.31　�東アジアブロックにおけるインテグリティの浸透と	
価値観の共有

三井物産グループ行動指針
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コンプライアンス体制� 体制

　CCO（チーフ・コンプライアンス・オフィサー）の指揮・監督の下、コンプライアンス・プログラ
ム統括部署である法務部コンプライアンス室が中⼼となって、国内外の各本部および⽀社等のコ
ンプライアンス統括責任者（事業本部長、支社長等）と連携しながら、グローバル・グループベー
スでコンプライアンス意識の徹底、コンプライアンス・プログラムの整備・強化、コンプライアンス
関連案件への対応を⾏っています。2021年3月期からは各事業本部にコンプライアンス管理責
任者を設置しました。同管理責任者がコンプライアンス統括責任者の職務遂行を補佐し、本部内
のインテグリティやコンプライアンス意識の浸透、および主管関係会社におけるコンプライアンス
体制の整備・強化を実務レベルで加速していくことを目的としています。
　コンプライアンス関連全般についての協議を⾏う場として、コンプライアンス委員会を設置して
いますが、コンプライアンス体制整備の重要性が一層増してきたことから、2019年3月期からそ
の開催回数を増やすとともに、事業本部長2名を委員に加え、営業現場の目線も交え、活発に議
論を行っています。同委員会では、社外弁護士参加の下、コンプライアンス関連事案の発生傾向
や課題およびこれらを踏まえたアクションプランについて報告の上、コンプライアンス体制の在
り方について話し合い、その内容についてはイントラネットで公開しています。
　取締役会は、グローバル・グループベースでのコンプライアンス体制の運営状況等に関する
監督機能を有しており、CCOは、コンプライアンス体制の運営状況やコンプライアンス委員会で
審議された内容に関して原則として年2回、取締役会への報告を行っています。取締役会では、
今後の重点取り組み事項等につき活発な議論がなされています。三井物産グループ行動指針
―With Integrityの策定に当たっても、指針の内容や浸透活動の在り方に関して各社外取締役・
監査役から多くの具体的な提言やコメントが出され、反映されています。
　また、当社CCOおよび国内関係会社のCCOが参加するグループCCO会議、海外拠点地域
CCO会議等を定期的に開催し、グローバル・グループベースでのコンプライアンス体制強化の
ため、最適な取り組み等について積極的な情報交換・意見交換を行っています。
　コンプライアンス違反またはその恐れがある場合、CCOに報告するとともに、事業本部長等、
各部門のコンプライアンス統括責任者およびコンプライアンス管理責任者が中心となり、原因究
明や再発防止策策定を含め主体的に対応に当たり、事態収束後には、結果と再発防止策等をCCO
に報告することを定めています。事案によっては、CCOの指揮・監督下において法務部コンプラ
イアンス室が対応します。なお、臨時の社長直轄組織として危機対応時に迅速・的確な意思決定
を行う危機対策本部を設置する手順もあらかじめ定めています。

コンプライアンス体制図
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米州本部
コンプライアンス統括

責任者
（地域本部長）

欧州・中東・アフリカ本部
コンプライアンス統括

責任者
（地域本部長）

アジア・大洋州本部
コンプライアンス統括

責任者
（地域本部長）

地域ブロック
コンプライアンス統括

責任者
（地域ブロックユニット長）

国内支社
コンプライアンス統括

責任者
（支社長）

本店事業本部
コンプライアンス統括

責任者
（本部長）

本店コーポレート
スタッフ部門

コンプライアンス統括
責任者

（各部長）

チーフ・コンプライアンス・オフィサー（CCO）

法務部長

コンプライアンス委員会

コンプライアンス委員会事務局
（法務部コンプライアンス室）

委員長       
委　員       

オブザーバー

：
：

：

CCO
人事総務部長、法務部長、経営企画部長、CFO統括部長、
ロジスティクス戦略部長、内部監査部長、事業本部長2名
監査役室長、社外弁護士1名

コンプライアンス・プログラム� 方針
 

体制
 

活動

　当社は、どんなに緻密なコンプライアンス・プログラムを
策定したとしても、経営幹部による率先垂範を伴わなけれ
ば、実効性は高まらないと考えています。そのため、社長
やCCOをはじめとする経営幹部が率先してインテグリティ
のある組織づくりに取り組むとともに、社員に対して継続
的かつ繰り返しメッセージを発信し、インテグリティやコン
プライアンスの大切さを伝えています。特に毎年11月を
With Integrity月間と定め、意識啓発を継続しています。

With Integrity月間における社長メッセージ
（2019年11月）
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　具体的な施策としては、CCOブログ等を活用したインテグリティ・マインドの浸透、おかしいと
思ったことに声を上げるスピークアップ文化の醸成、コンプライアンス意識調査の実施、コンプラ
イアンス違反事例の共有による再発防止、事業現場での管理の徹底、業務プロセス上のコントロー
ル強化および人材流動化促進等の取り組み、ならびに各種研修・e-learningの実施等であり、
それらを着実に実行しています。
　なお、当社は、社会の要請・動向を常に意識するとともに、事業活動に関わるリスクの評価を
定期的に行い、その結果に基づき、コンプライアンスに関する施策を継続的に見直すことが重要
だと考えています。毎年、コンプライアンス意識調査アンケート結果、コンプライアンス委員会や
取締役会で議論された内容、各組織コンプライアンス担当者との意見交換および外部評価機関か
らのフィードバック等を踏まえ、前期に実施した各種施策の効果検証や課題抽出をした上で、来
期の活動計画の策定に役立てています。

コンプライアンス教育・研修
　社員のコンプライアンス意識のさらなる徹底とコンプライアンス実践に必要な知識・情報の周知
を図るため、当社では各種コンプライアンス教育・研修を実施しています。
　2020年3月期も、新たに当社での勤務を開始した社員向けや管理職向け等の職層ごと、または
海外赴任やグループ会社出向前等に、ハラスメント等、人権・人格侵害防止を含むコンプライアンス
研修、国内外の重要法令についての説明会等を実施しました。また、ライン長およびライン長相応
の管理職全員に対して出席必須のハラスメント研修を実施し、事案発生の抑制に努めています。こ
れらの研修では、コンプライアンス違反に関する報告・相談を自身が受けた場合の対応方法に関す
る解説も盛り込み、社員が安心して声を上げることのできる組織づくりに取り組んでいます。
　また、2019年11⽉にはWith Integrity月間を開催し、「インテグリティについて考える」との
テーマの下、社長が直接社員にインテグリティについての自身の思いを話したほか、CCOを含む
コンプライアンス委員会メンバーをパネリストとし、若手社員とインテグリティについて議論し合う
パネルディスカッションや、社外講師による講演
等を実施しました。海外現地法人等および国内外
グループ会社ともWith Integrityの価値観を共
有すべく、一部のプログラムは英訳しイントラネッ
トで動画を配信しています。こうした全社レベル
の企画に加えて、各組織でもセミナーや情報共
有・意見交換等の企画を積極的に実施しました。

　また、「三井物産役職員⾏動規範」を解説したコンプライアンスハンドブックによる学習を継続し、
当社役職員が⽇常業務を遂⾏していく上で⾝に付けておくべき最低限のコンプライアンス関連知識
の浸透を図りました。
　グループ会社役職員向けのコンプライアンス研修にも積極的に取り組んでおり、希望のあった国
内子会社等に対しては、「三井物産グループコンプライアンスハンドブック」を配布したほか、当社と
同様のウェブ診断テストの実施や独自教材の配信が可能なe-learningプラットフォームを提供しま
した。海外拠点・海外グループ会社でも、それぞれの地域性を踏まえたコンプライアンス教育・研
修が実施されています。

独占禁止法遵守に向けた取り組み
　当社は各国独占禁止法遵守を経営上の重要事項として位置付けており、各種マニュアル提供
や定期的なセミナー実施等を通じて周知徹底を行っています。とりわけ、カルテルについては、
2018年11月に「三井物産役職員行動規範」の下位規程として「カルテル防止に向けた行動基準」
を策定し、改めて当社の独占禁止法遵守姿勢を明確にするとともに、カルテル防止に向けて、よ
り具体的な行動基準を示すことにより当社役職員の意識向上を促しています。加えて、海外拠点・
海外グループ会社でも、それぞれの地域性も踏まえた独占禁止法に関する教育・研修を実施す
ることにより、グローバル連結ベースでの独占禁止法遵守体制の構築を図っています。

腐敗防止に向けた取り組み
　当社は各国腐敗防止規制の遵守についても経営上の重要事項として位置付けており、包括的に
あらゆる形態の贈賄防止・腐敗防止の体制や取り組みを定めた「三井物産贈賄防止指針」を2016
年12月に公表しています。事業の検討においては、腐敗リスクが高いと認識される事業について
本指針に基づいたデューデリジェンスを実施しています。また、当社では、公務員等の接遇管理制
度や代理店等の起用管理制度等を設けるとともに、各種の教育・研修を行う等、腐敗防止規制の
周知徹底を図っています。加えて、国内外の当社子会社等においても、腐敗防止規制に関わる教
育・研修の実施に努める等、当社に準じた腐敗防止体制の整備・運用を推進しています。
　なお、取締役会は「三井物産贈賄防止指針」の取り扱い状況を含むグローバル・グループベー
スでのコンプライアンス体制の運営状況等に関する監督機能を有しています。

 �三井物産贈賄防止指針

With Integrity月間プログラム「とことんインテグリティ座談会」
（2019年11月）
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そのほかの取り組み
　グループ内で生じたコンプライアンス関連事案については、他組織での再発防止やコンプライ
アンス体制整備の参考となるものを、教訓や再発防止策を特定した上で、グループ全体で共有し
ています。
　また、前期に引き続き、当社CCOおよび国内関係会社のCCOが参加するグループCCO会議
を開催し、内部通報制度に関するセミナーやグループディスカッション等を実施しました。その
ほかにも、グループレベルでのコンプライアンス徹底の観点から、重要関係会社を個別訪問の上、
各社の抱える課題を把握し、各社における⾃主⾃⽴的なコンプライアンス・プログラムの整備・
運⽤につながる助⾔を提供しています。
　2020年3月期には、こうした取り組みをさらに加
速させるべく、関係会社におけるコンプライアンス体
制整備のために最低限必要とされる主要な原理・原
則を取りまとめた「関係会社コンプライアンス体制整
備ガイドライン」を策定しました。まずは国内子会社
を対象に、同ガイドラインを用いて各社の取締役会等
で議論を深め、自社の課題を確認しながらコンプライ
アンス体制の強化が進むよう運用を開始しています。

コンプライアンス意識調査アンケート
　役職員のコンプライアンス意識の浸透を評価するために、三井物産本店および国内支社では
毎年、そして海外現地法人や連結ベースでも必要に応じてアンケート調査を実施し、その結果を
さまざまな施策⽴案・実⾏に役⽴てています。

FY2019 FY2020

①�コンプライアンスに関して上司・同僚・部下と話のしやすい「風通し
の良い職場」であると思うか。

92.7% 93.2%

②会社は内部通報制度の利用促進に本気で取り組んでいると思うか。 92.5% 92.7%

③�コンプライアンス違反を発見した場合、内部通報制度を使って報告・
相談するか。

81.8% 80.9%

　上記③に関連して、引き続き、風通しの良い職場づくりに努めることに加えて、万一の場合は
内部通報制度も安心して利用できるようスピークアップ文化の醸成をさらに推進します。

コミュニケーションの円滑化とスピークアップ文化の醸成� 体制
 

活動

　コンプライアンスの本質は、経営理念や価値観を反映した⾵通しの良い職場環境をつくり、円
滑なコミュニケーションを通じて問題の発⽣を予防していくことにあると考えます。⼀⽅、万が
⼀問題が発⽣した場合は、直ちに上司または関係者に報告・相談し、迅速に適切な処置を施す必
要があります。このため、当社では、問題を早期に発見することは重要であり、スピークアップは
会社をより良くすることにつながる旨の経営幹部メッセージを継続的に発信し、おかしいと思っ
たことに声を上げるスピークアップ文化の醸成に積極的に取り組んでいます。
　コンプライアンスに関する職制ラインおよび職制外の報告・相談ルートとして、社外弁護⼠や
第三者機関（匿名可）も含めた8つのルートを設置しています。このルートは、当社役職員のほ
か 、派遣社員、業務委託先の役職員のうち、当社の委託した業務に従事した、または、している
役職員を対象としており、電話、メール、ファックス、書簡等を通じて受け付けています（電話を除
き、24時間受付可）。

報告・相談ルート

法務部 
（コンプライアンス室）

CCO
（チーフ・コンプライアンス・オフィサー） 監査役

グループCCO会議（2019年9月）

　内部通報制度が有効に活用されるためには、通報者が通報により一切の報復や不利益な取り
扱いを受けないことが何よりも重要です。この点、内部通報制度規程において、通報者が通報に
より報復や不利益な取り扱いを受けることがない旨を規定することに加えて、通報者および調査
関係者への報復・不利益取り扱いの禁止に違反した場合には懲戒の対象となり得る旨明記して

ルート① ルート② ルート③ ルート⑥ルート⑤ルート④ ルート⑦ ルート⑧

コーポレートスタッフ 
部門各部

（人事総務部ほか）

社外弁護士 社外第三者
機関

各事業本部・コーポレートスタッフ部門・ 
地域本部・地域ブロック・国内支社の 

コンプライアンス統括責任者

部長・室長等
コンプライアンス

連絡責任者/
コンプライアンス

管理責任者

本人
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います。そのほかにも、2019年4月には通報における匿名性確保や、コンプライアンス違反へ
の関与者が自ら会社に対して違反を報告した場合には懲戒処分の決定に際し情状として考慮す
ることを内部通報規程に明記する等、スピークアップを促すための施策を推進しています。
　また、役職員向けに、当社の内部通報制度に関して報告・相談ルートの解説や通報した後の事
案の取り扱いについて紹介した動画「おかしいなと思ったら Speak Up！」をイントラネットで公
開し、プロセスの可視化や制度への信頼度向上に取り組んでいます。

通報受付後の対応
　通報は、法務部コンプライアンス室経由でCCOに報告され、CCOの下で必要な調査を実施し
ます。この調査を基にコンプライアンス違反があったか分析するとともに、再発防止策を検討し、
CCOの指示・承認に基づき必要な是正措置を実行しています。調査結果のフィードバックは通報
者の意向に応じて行っており、対応終了後、一定期間が経過した段階で、通報したことによる報
復がないかを確認しています。

　国内グループ会社については、当社が指定した社外弁護⼠および第三者機関を各社の社外報
告・相談受付窓⼝として使えるようにするとともに、各社による通報対応をモニターし内部通報
制度の適切な設置・運営に関する支援を⾏うことを通じ、グループ会社の問題を安⼼して報告・
相談できる仕組みを整備しています。さらに、海外拠点ならびに海外グループ会社についても、
各地域のコンプライアンス統括責任者が中⼼となり、現地の法令や特性を考慮しつつ報告・相談
ルートの整備を進めています。
　国内外の独占禁止法および贈賄防止法に抵触する、またはその疑義のある事案の報告・相談
に対しては、特別な通報窓口として、グローバル・グループ・ホットラインを導入しました。日・
英を含む6か国語で対応可能で、海外現地法人や国内外子会社の役職員からの通報を、当社本
店法務部コンプライアンス室で一元的に受け付ける体制を構築しています。さらに、当社の役職
員に関する事項や当社または当社グループに影響が及ぶ可能性のある重大事項について、グルー
プ会社の役職員は、当社の内部通報窓口に直接報告・相談することができます。

通報 調査
調査結果分析・
再発防止策検討

実行 フィードバック 報復確認

報告・相談件数
　2020年3月期に当社法務部コンプライアンス室に直接または社外窓口を経由して寄せられた報告・
相談件数は20件となり、そのすべてがハラスメントに関するものでした。
　2019年3月期の51件より減少しましたが、従来は通報により発覚する傾向にあったハラスメ
ント・不正着服事案等が職制を通じて相談・報告されるようになったことによるもので、職場内
でのスピークアップ文化の浸透が着実に進んでいると認識しています。

FY2018 FY2019 FY2020

報告・相談件数 25件 51件 20件

コンプライアンス報告の状況� 活動

　当社では、早い段階において広く社員から報告・相談を受けることで、事態の改善に向けた対
策を講ずることが可能となり、結果として、コンプライアンス関連事案の発生を予防することにつ
ながると考えています。このような考えの下、コンプライアンス違反か分からなくても、その恐れ
がある場合には早期の社内報告を奨励しています。
　2020年3月期に当社、国内支社、海外拠点および関係会社のコンプライアンスに関連して報
告された事案の件数は1,050件で、このうち当社および当社関係会社の経営に重大な影響を及
ぼすものはありませんでした。また、当社における腐敗行為・反競争的行為に基づき法的措置
を受け、または罰金・課徴金を支払った事例はありませんでした。

Global Tax Management基本方針� 方針

　当社は各国での適切かつ公正な納税義務の履⾏と税⾦費⽤の適正化に努めており、「Global 
Tax Management 基本⽅針」は当社の税務における基本⽅針を⽰すものです。

 �Global Tax Management基本方針
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諮問

ガバナンス委員会

報酬委員会

業務執行体制

重要事項の付議・
業務執行の報告

執行役員の選任・解任・
業務遂行を監督監査

連携

連携連携会計監査

内部監査部

監査報告
取締役会監査役（会）会計監査人

選任・解任 選任・解任 選任・解任

株主総会

指名委員会

コーポレート・ガバナンスと内部統制

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方� 方針
 

体制

　三井物産は、コーポレート・ガバナンス体制の構築に当たり、「透明性と説明責任の向上」およ
び「経営の監督と執行の役割分担の明確化」を重視しています。「透明性と説明責任の向上」のた
めに、当社は、社外取締役および社外監査役の視点を入れての経営監督および監視機能の強化
を図るとともに、情報開示に係る内部統制体制を整備し、公正開示の原則の下、役職員が説明責
任の遂行に当たることとしています。また、「経営の監督と執行の役割分担の明確化」のために
当社は執行役員に業務執行の権限を大幅に委譲した上で、取締役会が執行役員の業務執行を監
督します。国内の16事業本部および海外の3地域本部のそれぞれを統括する事業本部長および
地域本部長は、同時に執行役員でもあり、連結グループの機動性のある業務執行に当たります。
　当社は、監査役による監査機能の実効性を高める一方、会社業務に通暁した社内取締役を中
心とした実態に即した経営が総合商社の業態に必要であると判断し、監査役会設置会社の形態
によるコーポレート・ガバナンスを採用する一方、「透明性と説明責任の向上」および「経営の監
督と執行の役割分担の明確化」を担保するため、社外取締役・社外監査役の参画を得た各種諮問
機関の設置等を通じて実効性の高いコーポレート・ガバナンスを実現します。

ガバナンス体制図

取締役会の議題 開催日 報告対象 リスク管理体制・制度

内部統制状況レビュー 2020/4/8＊ • 内部統制全般 •  権限分掌制度、稟議制度、コーポレートスタッフ部門の監視・支援
• ポジション限度設定、専門部署モニタリング
• 内部統制・ポートフォリオ管理委員会

• サイバーセキュリティ

サステナビリティ関連 2020/3/25 • サステナビリティ活動全般 • サステナビリティ委員会

コンプライアンス体制・
運用状況

2019/10/30
2020/3/25

• コンプライアンスリスク • コンプライアンス委員会
• 三井物産役職員行動規範の制定・遵守
• 内部通報体制の整備
• 研修の実施　等

金融商品取引法に基づく
内部統制評価

2019/6/20 • 財務報告に係る内部統制 • J-SOX委員会
•  内部統制の有効性についての評価対象部署による自己評価、独立
部署によるテスティング

内部監査結果 2019/9/11 • 内部監査結果 • 内部監査部を中心とする内部監査体制

当社のリスクエクスポー
ジャーとコントロール

2019/12/18 •  ・金付貸宛外社、権債事商（ クスリ用信
保証、定期預金等）
• 市場リスク（商品・為替売買越、在庫）
•  資融投宛連関、産資業事（ クスリ業事
保証、社外宛投資）
• カントリーリスク

• 信用程度・稟議の審査とモニタリング
•  商品・為替売買越の稟議審査、在庫実査等
•  稟議プロセスによる審査、投資案件の果実化・良質化
•  カントリーリスク関連情報収集・分析、国別ポジションモニタリング、

• 
踏み込み

サイバーセキュリティ 2019/12/18

• オペレーショナルリスク

•  技術的対応、人的対応（セキュリティ啓発活動含む）、関係会社対応

取引停止国・特定国の指定、国別対応方針の策定
個別事業のオペレーショナルリスクへの対応に関しさらに一歩

（気候変動問題への対応状況含む）

2020年3月期取締役会/サステナビリティ・内部統制・リスクマネジメント等関連の報告

取締役会� 活動

　取締役会は経営執行および監督の最高機関です。その機能の確保のために、当社は取締役の
人数を実質的な討議を行うのに適切な規模としています。取締役の任期は1年として毎年改選し
ますが、再任を妨げないものとしています。会長が当社の取締役会を招集し議長に当たります。
なお、当社における会長の役割は、主として経営の監督を行うことであり、執行役員を兼務せず、
日常の業務執行には関与しません。また、取締役会の諮問機関として、ガバナンス委員会、指名
委員会、報酬委員会を設置しており、いずれの委員会も委員（委員長を含む）の過半数は社外役
員で構成されています。
　取締役会は、取締役会付議・報告事項に関する内規に従い、当社の経営に関する基本方針、重
要な業務執行に関する事項、株主総会の決議により授権された事項のほか 、法令および定款に
定められた事項を決議し、また、法令に定められた事項および重要な業務の執行状況につき報
告を受けます。
　取締役会は、原則毎月1回開催するほか 、必要に応じて随時開催しています。2020年3月期
は合計15回開催しました。

＊：2020年3月期の内部統制状況を、当該期終了後速やかに、2020年4月8日の取締役会に報告。

取締役（全体：14名）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

12名（85.7%） 2名（14.3%）

11名（78.6%） 3名（21.4%）

9名（64.3%） 5名（35.7%）

5名（100.0%） 0名（0.0%）

4名（80.0%） 1名（20.0%）

2名（40.0%） 3名（60.0%）

女性役員比率

外国人役員比率

監査役（全体：5名）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本人

男性 女性

社内

日本人

男性 女性

外国人

社内 社外 社外

外国人

社外役員比率

（2020年7月現在）
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＊1：経営会議の下部組織
＊2：経営会議の諮問機関

内部統制および業務執行体制監査役会� 活動

　監査役は株主の負託を受けた独立の機関として取締役の職務執行を監査します。この目的の
ため、監査役は取締役会および社内の重要会議への出席、各種報告の検証、会社業務の調査等、
多面的かつ有効な監査活動を展開し、必要な措置を適時に講じます。
　監査役会は、取締役会開催に先立ち定期的に開催されるほか必要に応じて随時開催されます。
2020年3月期は合計24回開催しました。監査役会の主な検討事項および協議事項は、監査方
針、監査計画および業務分担、会計監査人に関する評価、常勤監査役による監査活動状況、取締
役会に付議される主要案件の内容および審議過程、連結内部統制上の課題等の執行状況、監査上
の主要な検討事項（Key Audit Matters）に関する当社および会計監査人の対応状況となります。
　監査役は、業務監査として、取締役の職務執行、 取締役会等の意思決定、内部統制システムの
整備・運用状況の監査、会計監査として、会計監査人の独立性、財務報告体制、会計方針・会計
処理、計算書類、会計監査人からの報告、そして企業情報開示体制等の監査に当たります。

 �統合報告書2020（P.100 三井物産のコーポレート・ガバナンス）

業務執行� 体制

　当社の経営執行における最高責任者は社長であり、事業本部長および地域本部長等は、社長
から業務執行上の権限を委譲され、また、社長に対して責任を負います。当社は、会社経営全般
に関する基本方針および重要事項を審議し決定するため経営会議を設置しています。経営会議
は、取締役会長、社長（議長）、コーポレートスタッフ部門担当役員および社長が指名する代表取
締役または執行役員をもって構成し、原則として毎週開催されます。経営会議に付議された事項
は構成員の協議の結果を徴して社長が決定します。
　経営者は、取締役会が定める内部統制の基本設計に基づき、内部統制を整備・運用し、評価
する役割と責任を負います。社長直轄の組織である内部監査部は、経営者が承認する計画に基
づき、内部統制の設計の適合性および運用の状況を、独立性をもって検証する役割と責任を負
います。
　当社では、業務執行および内部統制に係る各種主要委員会を右の通り設置し、ますます増大・
多様化する広範なリスク・業態に対応しています。

内部統制� 体制

　当社は、内部統制プロセスの構築に当たり、企業会計審議会が示している内部統制の基本的
枠組みにのっとり、「業務の有効性と効率性の向上」「会計基準への準拠、および財務報告の信頼
性の確保」「法令、法令に準ずる規範、ならびに経営理念およびこれを反映した各種行動規範を
含む社内ルールの遵守」「会社資産の保全」の達成を目的として、以下の制度を導入しています。

当社コンプライアンス体制の整備およびその
有効性の維持・向上を図る。

ポートフォリオ戦略、投融資計画の策定、ポー
トフォリオのモニタリング、重要案件の個別審
査を行う。

全社情報戦略・IT 戦略の策定、経営基盤構築
や情報戦略推進体制に関する重要方針の策
定とモニタリングを行う。

社会と当社の持続可能性（サステナビリティ）を
意識した経営の推進に向けた企画・立案・提
言を行う。

当社ダイバーシティ推進の基本方針・基本計
画の立案、重点課題の策定と推進を行う。

当社における法定開示・適時開示に関する原
則・基本方針の策定や社内体制の整備、また
開示情報の重要性・妥当性の判定・判断を行う。

当社における内外連結ベースでの財務報告の
信頼性を確保するための体制の整備、およびそ
の有効性の維持・向上を図る。

会社の業務執行に関する基本方針および重要
事項を審議し決定する。

危機対応のための臨時・非常設の社長直轄組織
として、危機対応に関するすべての事項につい
て、通常の社内決定機関に代わって必要な意思決
定を行う。本部長には社長が当たる。

社長 業務執行組織（国内外）

コンプライアンス委員会＊¹ ポートフォリオ管理委員会＊²

情報戦略委員会＊²

ダイバーシティ推進委員会＊²

経営会議

環境・社会諮問委員会

環境基金案件審議会
サステナビリティ委員会＊¹

危機対策本部

内部監査部

J-SOX委員会＊¹

開示委員会＊¹

112

Governance

コーポレート・ガバナンスと内部統制

https://www.mitsui.com/jp/ja/ir/library/report/index.html


リスクマネジメント

ESG関連リスクマネジメント� 体制
 

活動

　経済のグローバル化、情報化、および企業の社会的責任に対する意識の高まり等により、企業
のビジネスチャンスとリスクはますます多様化し増大しています。この状況を踏まえ、三井物産で
は、社会情勢やビジネスモデルの変化に的確に対応し、定量および定性の双方から総合的にリス
クを管理するため、環境・社会・ガバナンス等に関連する定性リスクの高い事業領域を特定事業
と定め、特定事業管理制度にのっとり事業を推進しています。 
　各事業の推進・運営においては、必要に応じ国際エネルギー機関（IEA）等の国際的に認知さ
れている組織の複数の気候変動シナリオを念頭に、当該事業への影響を分析しており、その分析
結果を投融資案件やM&A等の審査に反映させています。低炭素社会へ移行した場合、エネル
ギー事業等が影響を受ける可能性があり、対応策として環境・次世代エネルギービジネスを推進
しています。また、世界各地で事業を展開する当社にとって、気候変動に関わる各国・地域の政
策は各事業の収益性、持続可能性に大きな影響を及ぼします。当社は、長年の事業活動により確
立したグローバルネットワークを駆使し、各国・地域の政策とこれに影響を及ぼすステークホル
ダーの動向をタイムリーに把握し、意思決定に活かしています。

  P.40　気候変動対応に関する戦略とリスク管理

特定事業管理制度と環境・社会諮問委員会
　新規事業案件については、環境・社会配慮に関する国際基準を参考に事業ごとの環境・社会
リスクをまとめたESGデューデリジェンスチェックリストを活用し、各事業部において、気候変動
を含め、汚染予防、生態系、水ストレス、人権等に関するESG影響評価を行っています。その上
で、環境・社会・ガバナンス等に関連する定性リスクの高い事業領域を特定事業と定め、特定事
業管理制度にのっとり事業を推進しています。
　特定事業に該当すると判定された場合には、社内審査を行い、必要に応じてサステナビリティ
委員会や環境・社会諮問委員会等の機関から、案件の推進可否と良質化に関する答申を受け、最
終的に、一定の定量・定性基準への該当有無に応じて、ESGリスクを監督する取締役会、経営会
議、代表取締役による稟議決裁により、推進可否を決定しています。さらに、事業開始時だけで
なく、操業時や終了時にも、必要に応じて環境・社会諮問委員会を開催し、環境リスクの変化や
労働安全衛生も含めたESGリスクについて審議しています。
　環境・社会諮問委員会の委員は、気候変動、水・エネルギー等の環境施策、技術動向、人権、
労働問題等に関する幅広い知見を有する外部有識者を中心に構成され、それぞれに関するリス

リスク管理
　当社の事業運営に伴うリスクは、各事業本部長および地域本部長等が委譲された権限の範囲
内で管理します。各事業単位において、定量的リスクへの対処として、ポジション限度や損切り限
度の事前設定、専門部署によるモニタリング等が 、定性的リスクへの対処として、関連社内規則
の遵守が義務付けられています。委譲された権限を超えるリスクを負担する場合は、「稟議制度」
により重要度に応じ、経営会議の決定、または、関係代表取締役もしくは関係役付執行役員の決
裁を得ることが必要とされています。
　さらに、全社レベルでのリスク管理体制の設計・整備や重要なリスクへの対処には、ポートフォ
リオ管理委員会、サステナビリティ委員会、危機対策本部等の組織が当たり、コーポレートスタッ
フ部門各部は、担当する分野のリスクについて、全社ポジションの監視、所定の権限の範囲内で
のコントロール、ならびに担当代表取締役および執行役員の補佐に当たります。

企業集団における業務の適正確保
　当社は「三井物産コーポレート・ガバナンス及び内部統制原則」を定め、子会社に対しては法令
その他に照らして合理的な限りこれに基づく内部統制を整備・運用し、持分法適用会社に対して
は、他出資者と連携して、同様の内部統制を整備・運用するよう働きかけることとしています。関
係会社ごとに当社役職員から関係会社主管者を置き、「関係会社主管者職務規程」に基づき管理
しています。

 �三井物産コーポレート・ガバナンス及び内部統制原則

 �統合報告書2020（P.112 業務執行と内部統制）

  P.114　情報リスクマネジメント

  P.107　コンプライアンス体制

  P.113　ESG関連リスクマネジメント
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情報リスクマネジメント� 方針
 

体制

情報セキュリティ方針
　⼤切なビジネス資産である情報の適切な管理は、当社にとって必要不可⽋であると認識してい
ます。情報セキュリティ⽅針に基づき、CDIOを委員⻑とする情報戦略委員会の専⾨部会である
情報リスクマネジメント部会を設置し、「情報管理規程」「情報システム管理規程」および「ITセキュ
リティ規程」を整備の上で、連結グローバル・グループベースで情報資産（情報およびITシステ
ム）に対する適切な管理を行い、これを継続的に改善しています。

 �情報セキュリティ方針

個人情報保護
　個⼈情報保護管理体制は、個人情報保護マネジメントシステム（PMS：Personal information 
protection Management System）総責任者の下にPMS事務局を設置し、当社の「個⼈情報保
護⽅針」「個⼈情報保護規程」を踏まえて、全役職員へ個⼈情報の保護の周知徹底を図っています。
　当社および関係会社は多様な商品を取り扱っており、とりわけB to C（Business to Consumer）
と称される消費財の事業分野を中⼼に、個⼈情報の取り扱いが多く、その保護、管理に細⼼の注意
を払っています。このため、事故防⽌の観点から、教育徹底に加えて、社内各部署に「個⼈情報管
理担当者」を設置し、⽇常業務における個⼈情報の管理状況を継続して確認し、必要に応じて改善
しています。
　2018年5月に適用が開始されたGDPR（EU一般データ保護規則）への対応に関しては、社内
ルールを制定し、EU個人データを取り扱う際の各部署における管理体制・運用ルールを整備し
ています。また、イントラネットを通じた社内周知を行い、GDPRで求められる運用管理（処理活
動記録義務対応等）を行っています。
　GDPR以外の海外での個人情報保護関連規制についても、適時に対応していくことが企業価
値を向上させるものと認識し取り組んでいます。

サイバーセキュリティ
　当社および関係会社における事業のICT化およびデジタル化の進展に伴い、当社はサイバー
セキュリティ専門子会社の知見を活用しながら、グローバル・グループベースでのサイバーセキュ
リティ体制の整備に加え、万一の場合に備えて、サイバー攻撃に対応するための専門組織を拡充
し、点検を継続的に実施しています。

クを評価し、案件の良質化につながる答申を提供しています。
　2020年3月期は、特定事業に該当すると判定された13案件について、同制度にのっとり個別
審査を行いました。内訳は、環境関連事業が6案件、補助金受給・その他案件が7案件でした。
今後も特定事業管理制度や社内カーボンプライシング制度を活用して、案件のESGリスク評価お
よび良質化を進め、案件組成段階から終了時まで、包括的かつメリハリのあるリスク管理を目指
していきます。

  P.42　社内カーボンプライシング制度導入

　なお、公共性が高く、プロセスの透明性が求められるODA（政府開発援助）商内については、
ODA商内管理制度に基づき、必要に応じてODA案件審議会で審議の上、適切なリスク管理を行
います。特に贈賄や腐敗に関してはその重要性に鑑み、包括的にリスク評価を実施しています。

特定事業管理制度対象の事業領域
事業領域 審査のポイント

事業共通
 事業そのものの意義、社会的価値
 当社がその事業を行うことの意義

1 環境関連事業
環境への影響が大きい事業全般

【例】石炭火力発電事業、浅海・深海油田事業等

 当該事業による環境および社会への貢献
 �付帯する環境負荷（気候変動、生物多様性、水リスク等）
への対応策

 労働環境・安全の確保
 �開発事業の場合、現地住民をはじめとする関係者への人
権等の配慮と理解の取り付け

 環境法令・指針との整合性等
2 メディカル・ヘルスケア・バイオ倫理関連事業

メディカル領域およびヘルスケア領域に関連する事業、な
らびにヒトゲノム・遺伝子解析・遺伝子組み換え等に関わ
る技術開発、またはこれらの技術を利用した商品に関わ
る事業

【例】メディカル・ヘルスケア分野で公共性の高い事業（人
工透析事業、医薬品製造事業）、遺伝子解析技術を応用し
た新薬開発等

 �三省指針（ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針；
文部科学省、厚生労働省、経済産業省）に基づく倫理審査

 �研究現場の倫理委員会での承認、インフォームドコンセン
トの取得、プロセスの確認等

3 補助金受給案件
内外官公庁等から直接あるいは間接的に補助金を受ける
全案件

 当社経営理念に照らした評価
 社会への影響と説明責任、プロセスの透明性の確保
 ステークホルダーの利害の把握、それに対する配慮、対応
 �中長期にわたる公益性の高い事業の、事象者としての責
任と対応能力

4 そのほか異例なレピュテーションリスクを内包する事業
公序良俗・当社経営理念等に抵触する恐れのある案件お
よび公共性の高い事業

【例】機微な個人情報を取り扱う事業、社会インフラ事業等

 当社経営理念に照らした評価
 社会への影響と説明責任、プロセスの透明性の確保
 ステークホルダーの利害の把握、それに対する配慮、対応
 �中長期にわたる公益性の高い事業の、事象者としての責
任と対応能力

114

Governance

リスクマネジメント

https://www.mitsui.com/jp/ja/security/index.html


災害時事業継続管理（BCM）、災害時事業継続計画（BCP）� 方針

　当社は、災害時における事業継続は重要な課題であると認識しています。地震や水害、テロ、感
染症、電力不足等の発生により事業継続が著しく困難な事態に陥った場合、さらに同事態が長期化
することが見込まれる場合等の災害時に、重要業務中断に伴う顧客の喪失、企業評価の低下等の
リスクの最小化を図るため災害時事業継続管理（BCM：Business Continuity Management）
体制を構築しています。
　日本政府（内閣府 中央防災会議）による企業向け事業継続ガイドラインが作成されたことを受
けて、当社は2006年に災害時事業継続管理方針を策定、BCM体制の下、事業継続計画（BCP：
Business Continuity Plan）を策定し、適切な管理体制を維持できるよう、定期的な見直しを
行っていきます。
　また、同方針の下、当社本店、国内支社、地域本部および地域ブロックにおいて、災害時の事
業継続または早期復旧・再開を図るための取り組み方針、手続、組織・体制等について定めた、
災害時事業継続管理規程も併せて整備しています。

災害時事業継続管理方針

人命の尊重:
　当社は、災害時の事業継続管理の実施に当たり、人命尊重を最優先事項として位置付けます。
事業継続管理の実施：
　�当社は、災害時の事業継続管理の重要性を認識し、事業継続計画ならびにその適切な実施・運用の

ための体制を維持します。また事業継続に対する社員一人ひとりの意識・能力の向上を図るとともに、
ステークホルダーとも双方向の対話を実施し、事業継続計画の有効性を高めます。
継続的改善の実施：
　�当社は、事業継続管理のための事業継続計画を策定し、実施・運用すると共に、これを定期的に見直

し継続的な改善に努めます。
社会との共生・社会貢献：
　�当社は、事業継続計画の策定・見直しにあたり、経済的役割に加えて、社会との共生、地域復興も視

野にいれ、二次災害の防止や地域貢献・地域との共生等、時々に求められる役割を果たせるよう留意
し適切な対応を行います。

BCM体制� 体制

　平時においては、BCM総責任者（人事総務部長）がBCM全体の統括責任を負い、事務局の補
佐を得て全社員を対象とした教育や緊急対策要員の訓練を実施するとともに、関連文書の確立
および管理、ならびに緊急事態への準備および対応等を遂行し、BCPの管理を行います。災害
発生時等、有事の際には、BCM担当役員（人事総務部管掌役員）を本部長とする緊急対策本部を
立ち上げ、BCPの承認を行うとともに、災害時事業継続管理規程に定める業務を遂行します。

BCP見直し・訓練� 活動

　BCM総責任者は、BCPの企画・管理・運営の総括、BCPの策定・推進・実施、事業継続に関す
る従業員の教育・訓練計画の承認、災害発生時対応マニュアルの策定等を担います。マニュアル
は全社BCPに基づいて整備しており、災害発生後に全社重要業務を実施するための緊急対策本部
の行動や、支社ごとの災害発生後の行動について記述しています。また、首都直下地震等の⼤規
模災害時を想定したシナリオ計画に基づく緊急対策本部の立ち上げと、その運営により事業を継
続する訓練を定期的に⾏い、訓練を通し抽出された課題を基にマニュアルを見直し、組織としての
危機対応⼒を継続的に⾼めています。2020年３月期は1回の緊急対策本部訓練を実施しました。
　また、国内総合職および国内嘱託・派遣スタッフを対象に安否確認システムを導入しています。
2020年3月期は2回の一斉訓練を実施、全社に回答状況をフィードバックすることで、システム
の利用促進を図っています。
　さらに、各店では非常食および非常用備品を用意しており、本店においては、東京都帰宅困難
者対応条例に基づき、本店勤務の従業員および本店内関係会社従業員向けに、3日間分の非常
食および非常用備品を備蓄しています。また、やむを得ず帰宅する場合に食料品やその他の非
常用品を携行できるよう、本店勤務者全員分の非常持出用キットを備えています。
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